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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガラスシートを、支持面への共形化可能度によって類別する方法において、
　前記ガラスシートの形状を測定する工程、
　前記測定された形状を用いて前記ガラスシート上の複数の点についてのガウス曲率値を
計算する工程、
　前記ガラスシートについての前記複数のガウス曲率値を前記支持面についての対応する
ガウス曲率値から減算して、前記ガラスシート上の前記複数の点のそれぞれの点について
ガウス曲率値差を決定する工程、
　前記複数のガウス曲率値差から前記ガラスシートについての最大ガウス曲率値差を得る
工程、及び、
　前記最大ガウス曲率値差を所定の最大閾値と比較して、それにより、前記ガラスシート
を、前記最大ガウス曲率値差が前記所定の最大閾値以下であれば合格とし、前記最大ガウ
ス曲率値差が前記所定の最大閾値より大きければ不合格として、類別する工程、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　形状を測定する前記工程が、重力の影響による撓みのない状態で形状を測定する工程を
含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　形状を測定する前記工程が前記ガラスシートを中立浮揚性の液体に浸漬する工程を含む
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ことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　形状を測定する前記工程が、前記ガラスシートにあらかじめ定められた力をかけるよう
に適合された、複数の可調節ピン上で前記ガラスシートを支持する工程を含むことを特徴
とする請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記ガラスシート上に薄膜素子を形成する工程をさらに含むことを特徴とする請求項１
に記載の方法。
【請求項６】
　前記支持面の前記ガウス曲率値が至るところで実質的にゼロであることを特徴とする請
求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記最大閾値が約１×１０－８ｍｍ－２以下であることを特徴とする請求項１に記載の
方法。
【請求項８】
　ガラスシートを、支持面への共形化可能度によって類別する方法において、
　前記ガラスシートの形状を測定する工程、
　前記測定された形状を用いて前記ガラスシート上の複数の点についてのガウス曲率値を
計算する工程、
　前記ガラスシートについての前記複数のガウス曲率値を前記支持面についての対応する
ガウス曲率値から減算して、前記ガラスシート上の前記複数の点のそれぞれの点について
ガウス曲率値差を決定する工程、
　前記ガウス曲率値差を前記ガラスシート全体に亘って積分することにより、積分された
ガウス曲率値差を得る工程、及び、
　前記積分されたガウス曲率値差を所定の最大閾値と比較して、それにより、前記ガラス
シートを、前記積分されたガウス曲率値差が前記所定の最大閾値以下であれば合格とし、
前記積分されたガウス曲率値差が前記所定の最大閾値より大きければ不合格として、類別
する工程、
を含むことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は任意の形状のシート材の基準面に対する共形化可能度を予測する方法に関する
。さらに詳しくは、本発明は、フラットパネルディスプレイに用いるに適するガラスシー
トのような、ガラスシートの、シートの処理に用いることができる支持面と同形になり得
る能力を予測する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境に敏感な多くの電子デバイスまたはフォトニックデバイスは気密封止することがで
きるガラスパッケージの使用により恩恵を受け得る。そのようなデバイスには、小数の例
を挙げれば、光起電力デバイス、有機発光ダイオード(ＯＬＥＤ)ディスプレイ、ＯＬＥＤ
照明パネル、プラズマディスプレイ、表面伝導型電子放出ディスプレイ(ＳＥＤ)及び電界
放出型ディスプレイ(ＦＥＤ)がある。例えば、液晶ディスプレイ(ＬＣＤ)は、照明を外部
光源に依存する、受動型フラットパネルディスプレイである。ＬＣＤは一般にセグメント
型ディスプレイとしてまたは２つの基本構成の内の１つで製造される。基板は(透明であ
ること及びディスプレイプロセス中にさらされる化学的条件に耐え得ること以外に)２つ
の異なるマトリックスタイプに対応しなければならない。第１のタイプは、液晶材料の閾
特性に依存してアドレスされる真正マトリックスである。第２は、ダイオード、金属-絶
縁物-金属(ＭＩＭ)素子または薄膜トランジスタ(ＴＦＴ)のアレイがそれぞれのピクセル
への電子スイッチを与えることでアドレスされる、外因性マトリックスまたはアクティブ
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マトリックス(ＡＭ)である。いずれの場合も、２枚のガラスシートがディスプレイ構造を
形成する。２枚のシートの間隔は、５～１０μｍのオーダーの、クリティカルな間隙寸法
である。個々のガラス基板シートの厚さは一般に約０.７ｍｍ未満である。
【０００３】
　ディスプレイまたは照明パネルのような大寸電子デバイスのためのガラスシートの処理
には、シートを平坦形に合わせることが必要である。これは一般にシートを平坦面に真空
チャックで固定することによって行われる。厳密な製造プロセス及び規格にもかかわらず
、１０平方ｍないしさらに大きくなり得る、そのようなガラスシートは完全には平坦では
ない。したがって、支持面に合わせるために力を加えたときに、シートが平面内に完全に
載らない結果となり得る、チャッキングエラーが起こり得る。これは、シートの形状が純
粋に展開可能ではない場合におこり、特に支持体表面自体が平坦ではない場合におこる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　広範な態様において、ガラスシートのある表面への共形化可能度を決定する、シートの
形状を決定する工程、この形状をシート上の複数の点についてガウス曲率値を計算するた
めに用いる工程、シート上の複数の点のそれぞれの点についてガウス曲率値差を決定する
ためにシートについての複数のガウス曲率値を支持体表面についての対応するガウス曲率
値から減算する工程、複数のガウス曲率値差からシートについての最大ガウス曲率値差を
選択する工程、最大ガウス曲率値差をあらかじめ定められた最大閾値と比較する工程及び
、シートを、最大ガウス曲率値差が閾値以下であれば合格とし、最大ガウス曲率値差が最
大閾値より大きければ不合格として、類別する工程を含む方法が説明される。
【０００５】
　いくつかの実施形態において、シートの形状は、シートを中性密度液体内に置くかまた
は、可調節ピンのような、可調節支持体床上にシートを支持するような、無重力手法によ
って特性決定することができる。
【０００６】
　限定の意味は全く含まずに、添付される図面を参照して与えられる、以下の説明のため
の記述を通じて、本発明はより容易に理解されるであろうし、本発明のその他の目的、特
質、詳細及び利点がより一層明白になるであろう。そのようなさらなるシステム、方法、
特徴及び利点の全ては、本説明内に含められ、本発明の範囲内にあり、添付される特許請
求の範囲によって保護されるとされる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は薄いガラスシートを形成するための融合ダウンドロー装置の、部分断面に
おける、斜視図である。
【図２】図２は、レーザで封止されるフリットシールを含む、ガラスアセンブリの側断面
図である。
【図３】図３は中性密度「無重力」環境内でシート材(例えばガラスシート)の形状を測定
するための装置の側断面図である。
【図４】図４は「触針台」を用いてシート材(例えばガラスシート)の無重力形状を測定す
るための装置の側断面図である。
【図５】図５は平坦基準面上に配置された縦方向ハンプを有するシート材の斜視図であり
、ハンプをもつシート材は展開可能面を表す。
【図６】図６は平坦基準面上に配置された中央ピークまたはバブルを有するシート材の斜
視図であり、ピークをもつシート材は展開不能面を表す。
【図７Ａ】図７Ａは、図７Ｂの斜視図に示されるような平坦(プレーナ)面に広げることが
できる、展開可能な円筒面の斜視図である。
【図７Ｂ】図７Ｂは図７Ａの円筒面が展開された平坦(プレーナ)面の斜視図である。
【図８Ａ】図８Ａは展開不能な球の斜視図である。
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【図８Ｂ】図８Ｂは、図８Ａの球の一半(半球)を平坦化するために行わなければならない
、半球形を展開不能にする、引裂きの斜視図である。
【図９】図９はシート材(例えばガラスシート)を平坦化するための力を展開可能なシート
材と展開不能なシート材で比較する定性的グラフである。
【図１０】図１０、広範な歪を有し得るが歪の値は小さいシート材(例えばガラスシート)
のガウス曲率を特性決定するために用いられる移動「ウインドウ」の斜視図である。
【図１１】図１１は、ｚ軸ピークを有する、他では平坦なシート材の３次元グラフである
。
【図１２】図１２は図９の表面のガウス曲率の３次元グラフである。
【図１３】図１３は、ガラスシートの対称バブルの高さと水平方向寸法(直径)の間の関係
を示すグラフであり、バブルは１×１０－８ｍｍ－２の最大ガウス曲率値を有する。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の詳細な説明においては、限定ではなく説明の目的のため、本発明の完全な理解を
提供するために特定の詳細を開示する実施形態例が述べられる。しかし、本開示の恩恵を
有する当業者には、本発明が本明細書に開示される特定の詳細に関わらない別の実施形態
で実施され得ることが明らかであろう。さらに、周知のデバイス、方法及び材料の説明は
本発明の説明を曖昧にしないために省略されることがあり得る。最後に、適用できる場合
には必ず、同様の参照数字は同様の要素を指す。
【０００９】
　平ガラスシートを製造する一方法はいわゆる融合ダウンドロー法である。図１に示され
るような、ガラスリボンを形成するための融合オーバーフローダウンドロープロセスにお
いては、成形ウエッジ２０のオーバーフロートラフ部材が、上部において対向した長さ方
向に延びるオーバーフローリップまたは堰２６で終端する、壁体部２４によって長さ方向
側面境界が定められた上部開放チャネル２２を有する。堰２６はウエッジ部材２０の対向
する外部リボン形成面につながる。図示されるように、ウエッジ部材２０には、堰２６に
つながる一対の実質的に垂直な形成面領域２８及び、真直のガラスドローラインを形成す
る実質的に水平な下部頂点またはルート３２で終端する、一対の下方に傾けられた収斂面
領域３０が設けられる。表面領域２８，３０がウエッジ２０のそれぞれの長さ方向側面上
に設けられることは理解されるであろう。
【００１０】
　チャネル２２に通じる給送路３６を用いて溶融ガラス３４がチャネル２２に供給される
。チャネル２２への供給は片側供給とすることができ、または、望ましければ、両側供給
とすることができる。溢流堰２６をこえる溶融ガラス３４の自由表面４０のオーバーフロ
ーを別々の流れとして導き、鎖線で示される、別々の流れが収斂して無接触表面をもつガ
ラス４２のリボンを形成するルート３２に向けて対向する形成面領域２８，３０を流下さ
せるために、一対の制止ダム３８がチャネル２２の両端に隣接して溢流堰２６の上に設け
られる。引張ローラー４４がウエッジ部材２０のルート３２の下流に配置され、形成され
たガラスリボンが収斂形成面から離れる速度を調節し、よってリボンの公称厚を決定する
ために用いられる。
【００１１】
　引張ローラーはガラスリボンの外縁端で、詳しくは、リボンの最縁端に存在する増厚ビ
ードのすぐ内側の領域において、ガラスリボンに接触するように構成されることが好まし
い。引張ローラーが接触するガラス縁端部分は後にシートから廃棄される。リボンの両縁
端に一対の互いに逆方向に回転する引張ローラーが対向して備えられる。
【００１２】
　ガラスリボン４２が装置のドロー領域を降下するにつれて、リボンは、物理的寸法だけ
でなく分子レベルにおいても、固有の構造変化を受ける。例えば形成ウエッジのルートに
おける、厚い液体形態からほぼ０.５ｍｍ厚の硬いリボンへの変化は、液相、すなわち粘
性状態から固相、すなわち弾性状態への転移を完了させるために機械的及び化学的要件の
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バランスを精緻にとる、慎重に選ばれた温度場すなわち温度プロファイルによって達成さ
れる。弾性温度領域内の一点において、リボンは切断線４８で切り離されてガラスシート
または板ガラス５０にされる。
【００１３】
　上記プロセスによるような、ガラスシートを形成するためにガラス製造業者によって用
いられる厳密な製造制御にもかかわらず、そのようなシートの形状は完璧な平面から偏る
。例えば、上述した融合プロセスにおいて、ガラスリボンはリボンの縁端領域にしか接触
しないローラーによって形成ウエッジからドローされ、リボンの中心領域に反りが生じる
機会を与える。この反りはリボンの移動によるか、またはリボン内に現れ得る様々な熱応
力の相互作用によって、生じ得る。例えば、下流の切離しプロセスによってリボンに誘起
される振動がリボンの上方の粘弾性領域内に伝搬し、シート内に凍結されて、弾性リボン
の平坦度における偏差として現れることがあり得る。リボンの幅及び／または長さにかけ
ての温度変動も平坦度に偏差を生じさせ得る。実際上、リボン内に凍結された応力は個々
のガラスシートがリボンから切り離されるときにある程度解放され、この結果、非平坦面
が生じ得る。要約すれば、リボンから得られるガラスシートの形状は粘弾性領域を通って
リボンが転移している間のリボンの熱履歴に依存し、その熱履歴は変わり得る。応力及び
／または形状のそのような変化は、液晶ディスプレイの製造において見られるような、基
板上への回路の形成のような、寸法安定性に依存するプロセスにとって致命的であり得る
。例えば、液晶ディスプレイの製造において、ドローされたリボンから切り離された大寸
ガラスシート自体が複数の小寸ガラス板に切り分けられることがあり得る。したがって、
それぞれの分割の結果、応力の解放または再分布が生じ、続いて形状変化が生じ得る。し
たがって、得られるシートは一般に平坦であると見なされ得るが、実際には、シートはシ
ートの表面にかけて、以降の処理中のシートの平坦化を妨害し得る、谷及びピークを示し
得る。したがって、リボンから切り離されたガラスシートの形状を正確に決定できる方法
が案出されることが望ましい。そのようにして得られた情報はドロー中のガラスリボンの
熱履歴を修正するために用いることができる。
【００１４】
　ディスプレイ製造業者はガラス製造業者から薄ガラスシートを受取り、シートをさらに
処理してディスプレイデバイスまたはガラスシートを含む何か他のデバイスを形成する。
例えば、図２に示される有機発光ダイオードディスプレイ５２の製造においては、第１の
ガラスシート５６(例えば基板５６)上に１つないしさらに多くの有機材料層５４が被着さ
れる。この第１のガラスシートはバックプレーンと称されることが多い。バックプレーン
５６には、有機層に電流を供給して有機層を発光させるための薄膜トランジスタ(ＴＦＴ)
及び電極(図示せず)も設けることができる。しかし、有機材料５４は、水分及び酸素のよ
うな、様々な環境要因に敏感であるから、有機材料層は周囲環境から気密に隔てられなけ
ればならない。したがって、有機材料層は、バックプレーン５６，時にカバーシートまた
はカバープレートと称される第２のガラスシート５８及びバックプレーンとカバーシート
の間に配されたシール材６０によって形成されるガラス容器内に封入される。
【００１５】
　バックプレーンをカバープレートに結合させるため、接着剤の使用を含む、いくつかの
シール形成方法を用いることができる。接着剤には、塗布及び使用は容易であるが、市場
に受け入れられる程度の、故障するまでの寿命をデバイスが有することを保証できる気密
性が必要であるという問題がある。すなわち、水分及び／または酸素は最終的には接着剤
シールに侵入し、有機材料層、ひいてはディスプレイデバイスの劣化を引きおこし得る。
【００１６】
　より有効な手法はバックプレーンとカバーシートの間にフリットシールを形成すること
である。この手法にしたがえば、ループまたはフレームの形態のガラスフリットシール材
のラインがカバープレート上に与えられ、その後、フリットをカバープレートに密着させ
るためにフリット付きカバープレートが加熱される。カバープレート５８は次いでバック
プレーン５６上に、フリット６０(及び有機材料層５４)をカバープレート５８とバックプ



(6) JP 5416143 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

レーン５６の間にして、配置される。次いでフリット６０が、フリットを軟化させ、バッ
クプレーン５６とカバープレート５８の間に気密シールを形成するために、レーザビーム
６４を放射するレーザ６２によるように、加熱される。
【００１７】
　簡潔な上記説明から想像され得るように、有機材料層及びＴＦＴのための様々な被着プ
ロセス中だけでなくガラスシート(基板)の結合及びシール形成のためにも、バックプレー
ン及び／またはカバープレートの精確な位置合せが必要である。一般に、そのような形成
プロセス中には基板が平坦であることが必要である。例えば、バックプレーン基板は処理
のために平坦支持面上に真空で引き付けられることが多い。
【００１８】
　概ね平坦なガラスシートの平坦度を特性決定するために現在用いられている計量の１つ
は、ガラスの最大「反り」の尺度である。すなわち、シートの表面上の複数の点の基準面
に対する距離(または偏差)の尺度が決定され、距離の偏差は真の平面からのシート形状の
偏差－シートの反り－を表す。最大反りは次いで、不正確ではあるが、シートの形状(例
えばシートの平坦度)の尺度として用いることができる。
【００１９】
　図３は、本発明の実施形態にしたがう、ガラスシートのような、ガラス品の形状を決定
する方法の一実施形態を示す。全体として参照数字６６で指定される、図３の実施形態に
したがえば、液体７２が入っている容器７０内にガラスシート６８が配置される。ガラス
シート６８は液体表面上に配置されるかまたは、以下でさらに詳細に説明されるように、
液体内に浸漬される。ガラスシートはあらかじめ決定された平均密度及びあらかじめ決定
された平均屈折率を有する。液体もあらかじめ決定された平均密度及びあらかじめ決定さ
れた平均屈折率を有する。液体の平均密度はガラスシートの平均密度の少なくとも約８５
％であることが好ましく、少なくとも約９０％であることがさらに好ましく、少なくとも
約９５％であることがさらに一層好ましい。液体７２は、液体の平均密度がガラスシート
の平均密度の少なくとも約８５％であるときに、ガラスシート６８に対して中性密度をも
つといわれ、ガラスシートは、与えられた測定を完了するに十分な時間機械的支持なしに
液体７２内の与えられた位置にガラスシートがとどまるべきであるという点で、中立浮揚
性であるといわれる。適する液体は、例えば、屈折率整合液、浸漬液、光結合液、屈折計
液及びその他の特殊液を製造している、カーギル社(Cargille Inc.)から入手できる。そ
のような液体は、一般に無毒であり、例えば蒸発によって濃度を高めるかまたは低めるこ
とによるように、液体の密度が容易に調整されるという点で有利である。液体密度の調整
は、所望のあらかじめ定められた混合液密度が得られるように、密度が相異なる２つない
しさらに多くの液体を混合することによっても達成することができる。例えば、コーニン
グ社(Corning Incorporated)によって製造されるＥａｇｌｅ２０００(商標)ガラスの平均
密度は約２.３７ｇ/ｃｍ３である。平均密度が約２.３５ｇ/ｃｍ３の第１の液体及び平均
密度が約２.４５ｇ/ｃｍ３の第２の液体のような、いくつかの液体を平均密度が実質的に
２.３７ｇ/ｃｍ３に等しい第３の液体を得るに有効な量で混合することができる。当業者
であれば、所要の密度特性を有する１つまたは複数のいかなる液体も用い得ることを認め
るであろう。
【００２０】
　図３の参照を続ければ、センサ７４がセンサからガラスシートの表面までの距離を測定
するために用いられる。ガラスシート６８はセンサ７４に面している第１の側(センサ側)
７６及び、第２の、センサに面していない側７８を有する。本実施形態において、センサ
側７６は上面７６と称することができ、非センサ側７８は下面７８と称することができる
。ガラスの表面がセンサ７４によって検出され得ることを保証するため、液体７２の平均
屈折率がガラスシート６８の平均屈折率と検出可能な程度は異なることが望ましい。液体
の平均屈折率とガラスの平均屈折率の間の許容差はセンサ７４の感度のような要因によっ
て決定される。あるいは、与えられたセンサがガラスシートの平均屈折率と液体の平均屈
折率の間の差を弁別できない場合には、ガラスシート６８に表面に薄膜またはコーティン
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グ(図示せず)を施すことができ、センサとガラス－コーティング界面の間の距離の測定値
を得ることができるように、コーティングはシートの下面７８に施されることが好ましい
。コーティングが上面(センサ側)７６に被着されている場合のような、コーティング自体
の測定値には、ガラスの表面ではなく膜表面を測定することになるから、誤差のある測定
値が含まれ得る。コーティングは、必須ではないが、不透明であることが好ましく、例え
ば、塗料、インクまたは染料を含むことができる。白色不透明コーティングで優れた結果
が得られることがわかっている。しかし、液体の屈折率と検出可能な程度に異なる屈折率
を有するいかなるコーティングも許容できる。例えば、コーティングには、高分子材の平
均屈折率が液体の平均屈折率と検出可能な程度に異なる、高分子材膜を含めることができ
る。コーティングによってガラスシート６８に印加されるいかなる応力もガラスシートを
さらに変形させるには不十分であることが望ましい。この理由のため、一連のドット、ラ
インまたはその他の形状のような、不連続態様でコーティングを施すことができる。必要
に応じて、ガラスシートの厚さをガラスシート上の位置の関数として測定し、膜－ガラス
界面距離データと組み合わせて、ガラスシートのセンサ側についての表面等高線図を作成
することもできる。
【００２１】
　本実施形態にしたがえば、液体７２内にガラスシート６８が配置されてしまえば、セン
サからガラスシートの表面までの距離を測定するためにセンサ７４を用いることができる
。センサ７４を用いてセンサとガラスシートの上面７６の間の距離ｄ１を測定することが
でき、あるいはセンサ７４を用いてセンサとガラスシートの下面７８の間の距離ｄ２を測
定することができる。センサ７４を用いてｄ１及びｄ２のいずれも測定することができ、
ｄ１及びｄ２から、いかなる特定の点におけるガラスシートの厚さｔもｔ＝ｄ２－ｄ１と
して決定することができる。センサ７４には、例えば、レーザ変位センサを含めることが
できる。しかし、センサ７４には、音響センサのような、距離を測定するための技術上既
知のその他のデバイスを含めることができる。レーザデバイスには、単純なレーザ測距デ
バイス、あるいは、例えばマイケルソン干渉計のような、一層精巧なデバイスを含めるこ
とができる。センサは、液体内で既知の速度を有する、音波のような、エネルギーがタイ
ミングをとって検知される、タイムベースセンサとすることができる。適するセンサは、
例えば、米国のキーエンス社(Keyence Corporation)で製造されたＬＴ８１１０共焦点レ
ーザ変位センサである。センサ７４は液面上方に配置することができるが、センサは液体
に接触し、よって液面８０における空気－液体界面を有利な態様で排除することが好まし
い。センサ７４は液体内に完全に浸漬させることができる。
【００２２】
　無重力形状を決定するための別の方法はいわゆる触針台(ＢｏＮ)測定システムを用い、
図４に示される。ＢｏＮ測定システムにおいては、シートが一群のピンによって下側から
支持される。ピンは垂直方向に可動であり、シートからの支持力を測定することができる
。それぞれのピンの移動量も測定することができる。
【００２３】
　それぞれのピンが指定された目標重量を支持するまでピンの高さが調節される。例えば
、均等に分布されたピン上に載る一様で平坦な基板に対する目標重量は基板の全重量の等
分割になるであろう。しかし、それぞれピンの目標重量は隣のピンの目標重量とはおそら
く異なるであろうし、目標重量は有限要素解析に基づく応力解析を用いて決定することが
できる。全てのピンがそれぞれの指定された重量にあるときに、それぞれのピンは特定の
基板をその無重力形状において支持している。無重力位置にあるピンのアレイにより、基
板表面をスキャンし、ピンにおいて及びピン間において、全表面にかけて高さを測定する
、光学手段によって無重力形状を測定することができる。
【００２４】
　ＢｏＮゲージにともなう問題は、１つのピンの高さの変更が他の全てのピンにかかる重
量を変える可能性があることである。例えば、１つのピンが組み合わされたピンの頂部よ
り上に基板を持ち上げるに十分に高く上げられるという極端な例においては、組み合わさ
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れたピンが基板に接触していないから、それらのピンにはもはや全く重量がかからないで
あろう。したがって、目標重量がとりあえず支持されるように１つのピンの高さが調節さ
れている場合、他の１つのピンの高さが変えられると、支持される重量が変わってしまう
であろう。システムが手作業で調節される場合には、ピンの調節にはおそろしく時間がか
かるであろう。システムが自動化される場合には、ピンを調節するためのアルゴリズムが
必要になる。
【００２５】
　手作業で調節される前者のシステムにおいて、それぞれのピンは独立に調節される。目
標重量が達成されるまでそれぞれのピン高が調節される。この単独調節作業は、最初のピ
ンから最後のピンまで、一時に１本のピンの態様でなされる。しかし、１本のピンの調節
は他の全てのピンの荷重を変えるから、この手順は何度も反復されなければならず、それ
ぞれのサイクルでは前のサイクルで導入された小さな偏差が補正される。
【００２６】
　１つないしさらに多くの実施形態にしたがえば、全てのピンについて目標重量を同時に
支持するようにピン高を調節する方法が含まれる。特に、ピンアレイについての適切なピ
ン高調節の系統的計算及び実行が提供される。全てのピンがそれぞれの指定された重量に
あるとき、それぞれのピンの高さは特定の基板に対する無重力高にある。無重力高にある
ピンのアレイは無重力形状及び、もしあれば、生じ得る形状歪の測定値を与える。ピンの
高さ調節器はピンの高さの追跡／記録も行い、光スキャナのような、追加の高さ測定手段
の必要をなくす。
【００２７】
　しかし、全てのピンを同時に調節することができる。全てのピンが調節されるまで、ピ
ン力の評価は必要ではない。ピン力は、ピンが動いていない場合にピンによって支持され
る下向きの力に等しい、ピンの上向きの力である。ピンをグループとして調節することに
より、プロセスは１つのピンの調節が他の全てのピンに影響するという事実を考慮する。
この結果、ほとんど全ての場合において、全てのピンに目標ピン力を達成するという利点
が実現される。
【００２８】
　図４を参照すれば、本発明の１つないしさらに多くの実施形態にしたがう例示的な触針
台形状測定ゲージ１００をブロック図が示している。ＢｏＮゲージ１００は、少なくとも
３本のピンを有する、複数のピン１１０，ゲージ台１２０及びプロセッサ１３０を備える
ことができる。可撓性プレート様物体が、本図ではガラス基板１４０として示される、測
定対象１４０をつとめる。基板１４０は複数のピン１１０の頂部に載り、測定対象１４０
が重力の下で撓むと、それぞれのピン１１０に特定の重量がかかる。それぞれのピン１１
０は、ピン１１０によって支持される特定の重量を測定するためのロードセル１１２を有
する。ロードセル１１２は、ピン１１０の高さを既知の態様で調節する、モーター駆動で
あることが好ましい、デバイスである高さ調節器１１４の頂部に取り付けることができる
。ロードセル１１２を下側に有し、高さ調節器１１４の重量も考慮するような、別の構成
も考えられる。
【００２９】
　それぞれのロードセル１１２は測定されたピン力に関する測定値信号１３２を回路１１
６を介してプロセッサ１３０に送ることができ、次いでプロセッサはアルゴリズムを実行
してそれぞれのピン１１０に必要な高さ調節値を計算することができる。プロセッサ１３
０は計算された高さ調節値を実行するために回路１１６を介してそれぞれの高さ調節器１
１４に調節信号１３４を送ることができる。多くの場合にそうであるように、アルゴリズ
ムが優れているほど速やかに、ロードセル１１２は目標荷重を受け取るであろう。
【００３０】
　本発明は１つのピン１１０のピン高の変更は一般に全てのピン１１０の荷重を変えると
いう事実を利用する。例えばＮ本のピン１１０がゲージ１００に用いられているとする。
目的はそれぞれのピン１１０にかかる力が特定の値にあるようなピン高を見ることである
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。例えば、比較的一様な厚さ及び密度をもつ実質的に平坦な基板１４０に対しては、Ｎ本
のピン１１０が均等に分布していれば、特定の重量値が基板重量の１/Ｎに等しくなり得
るように、ほぼ均等な重量分布が想定され得る。
【００３１】
　一実施形態にしたがえば、ピン１１０の内の３本は調節されず、したがってそれぞれの
調節サイクルの間その３本のピンは静止しているであろう。３本の静止ピン１１０は基準
平面を定め、この理由からこれらの３本のピン１１０は直線上にあってはならない。それ
ぞれのサイクルに対し、３本のピンは固定されたままであろう。これらのピンは以降のサ
イクルで調節することができる。その後、残るＮ－３本のピン１１０を同じく特定の重量
を支持するため以下で計算されるように調節することができる。
【００３２】
　残りのＮ－３本のピン１１０に対するピン高調節値の計算では、ピン荷重を変えるため
のピン高の変更に関するＮ－３個の方程式及びＮ－３個の未知数を含む、一組の連立方程
式を考えることができる。３本のピンは固定されて方程式が関係するピンに対する基準平
面を定める。物理的観点から、力の総和、１つの軸に関するモーメントの総和及び別の軸
に関するモーメントの総和は、満たされなければならない３つの方程式を表す。これらの
３本のピンを固定することにより、これらのピンは他のピンの調節によって満たされたそ
れぞれの目標重量を系統的に有し、他のピンも同様に満たされたそれぞれの目標重量を有
するであろう。幾何学的観点から、３点を固定しない、剛体運動は可能であろうが望まし
くはない。剛体運動は基板を平行移動させ、２つの軸を中心にして回転させることができ
、一組のピン高調節方程式に１つより多くの解をもたらすであろう。したがって、一組の
ピン高調節方程式の解が１つだけであるように、３点が固定される。
【００３３】
　先に説明した反り測定値は、平坦な台にシートを真空で引き付けることによるような、
シートを強制的に平坦にすることができる能力の、基本的にまた自発的な、シートのトポ
ロジーの単純な表現に過ぎず、粗末なインジケータである。例えば、薄ガラスシートのよ
うな、シート材２００が、シートの一縁端に平行であるような、シートの「長さ」沿って
延びる長さ方向リッジ２０２を有するとすれば、図５に示されるように、リッジの偏差は
Ｌ＋δの平坦基準平面２０４からの最大偏差を有する。リッジは円柱の一部からなるよう
な形状をとっているとする。第２のシート２０６はシートの表面に凸所２０８(例えば、
小丘またはバブル)を有し、同じ基準平面２０４からの凸所の最大偏差もＬ＋δであると
する。いずれのシートも同じ最大反り(δ)を有するであろう。しかし、円柱リッジ(図５)
を有するシート２００は展開可能であるから、凸所を有するシート２０６より容易に平坦
化されるであろう。
【００３４】
　展開可能な面は、面を引き伸ばすか、押し縮めるかまたは引き裂くことなしに、平坦に
することができる面である。例えば、図７Ａに示され上で論じられたような円筒は、円筒
面は面を引き伸ばすかまたは引き裂くことなしに広げて平らに置く(図７Ｂ)ことができる
から、展開可能な面を有する。他方で、球面(図８Ａ)は展開不能である。球面の一部、例
えば半球面を平らに置こうとすれば、平面にしたがわせるため半球を引き伸ばすかまたは
複数の境界に沿って引き裂かなければならない。したがって、先の例において、円柱リッ
ジを有するシートはシートを変形させずに平坦な台に合わせて平坦化することができるで
あろうが、第２の例のシートを台と共形にするにはシートの変形または引き裂きが必要で
あろう。
【００３５】
　展開可能な面は角度及び距離を保存する変換によって平面に変換され得る面である。展
開可能な面が平面に変換されるときには、表面に歪は誘起されない。あるいは、展開可能
面は面を引き裂くか、押し縮めるかまたは引き裂くことなしに平面から形成することがで
きる面である。明らかに、ガラスシートをその最大反りによって特性決定することはシー
トが平坦ではないことを示すには十分であり得るが、どのようにすればシートを強制的に
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うまく平坦形状にできるかの尺度としては全く不十分である。
【００３６】
　面のガウス曲率Ｋは面の固有幾何形状特性であり、面上の与えられた点における面の主
曲率ｋ１及びｋ２の積として定められる。すなわち、Ｋ＝ｋ１ｋ２である。物理的に、ガ
ウス曲率は面が平面からどのように偏っているかを表す。ガウス曲率の数学的導出は周知
であり、本明細書で必要以上に論じることはない。ガウス曲線の実用的関係を考察するこ
とはより啓発的である。第１に、ガウス曲率は距離及び角度画面上でどのように測定され
るかにしか依存しない。例えば、面のガウス曲率が正であれば、面はその点にバンプまた
はピークを有する。ガウス曲率が負であれば、表面は鞍点を有する。しかし、ガウス曲率
が０であれば、面はその点において平坦面と等価である(平坦面として振る舞う)。この差
を示すには簡単な実験が役立つ。(ガウス曲率が正の)球面上に描かれた三角形の内角の和
は１８０°より大きいが、(ガウス曲率＝０の)円柱に描かれた三角形の内角の和は１８０
°でなければならない。展開可能面はゼロのガウス曲率を有し、引き伸ばすか、押し縮め
るかまたは引き裂くことなしに、平坦面に変換することができる。歪を誘起せずに面を平
坦化できれば、ガウス曲率は一定のままである。したがって、面のガウス曲率の値を知る
ことは１つの面が他の面と共形になり得る程度を理解する上で有益であり得る。
【００３７】
　本発明の一実施形態にしたがえば、基準面、例えばそれによって基板が支持される面に
対するガラスシートの共形化可能度を特性決定するためにガウス曲率を用いることができ
る。シートは支持面に実質的に共形になり得ることが好ましく、これはシートのそれぞれ
の点におけるシートのガウス曲率の値が支持面のそれぞれの点における支持面のガウス曲
率と一致するかまたはほぼ一致することを意味する。基準面が平坦であれば、基準面(例
えば支持面)に正確に共形になるためには、シートもシートの面上のそれぞれの点におい
てゼロのガウス曲率を有するべきである。それぞれのガウス曲率値の間の差が大きくなる
ほど、シートが示す共形化への抵抗も大きくなる。言い換えれば、シート上のそれぞれの
点及び支持面上の対応する点におけるガウス曲率の値の間の差は、あらかじめ定められた
最大差以下であるべきである(ΔＫ＝||Ｋシート|－|Ｋ支持面||≦Ｇ，ここでＧはあらか
じめ定められた最大値である)。Ｇはシートの用途に依存することが多く、実験的に決定
するかまたはモデル計算することができる。対応する点がとは、シートが支持面に押し付
けられたときに支持面上の点に重なるシート上の点を意味する。ΔＫがＧより大きければ
、シートは支持面と十分には共形になることができない。シートを平坦化するに際し、シ
ート内に発生される歪エネルギーは、例えば、ガラスに座屈または応力誘起複屈折を生じ
させ得る。
【００３８】
　上述から、図６に示され、平坦面のような、支持面上に載るガラスシートによって示さ
れるような、単独のピークまたは谷のガウス曲率値が、シートが重力及び台の反作用力し
か受けないとすれば、大きくは変わらないであろうと予想することができる。このことは
ガウス曲率の値が大きくなるほど一層成り立つ。ガウス曲率の値が大きくなるにつれて、
シートの平坦化への抵抗が大きくなり、シートを平坦化するには一層大きな力を用いなけ
ればならない。上述したように、この結果、特定の製造プロセスに強く影響し得る致命的
な効果(座屈、応力、等)が高まり得る。逆に、ガウス曲率の値が大きくなるほど、シート
を平坦化するに必要な力が大きくなる。シートの曲りは初め展開可能な形状を有する領域
に、そのような領域に必要なエネルギーは展開不能な領域より少ないために、おこる。こ
のことが、シート平坦度と対応する平坦度を達成するために印加されなければならない力
の間の関係を定性的に示す、図９によって示される。縦破線の左側になる面は展開可能な
形状で表されるであろうが、破線の右側の面になる展開不能な形状で表されるとして特性
が示されであろう。グラフが示すように、プロットされた曲線の領域２１０において展開
可能面は僅かな力で容易に平坦化され、平坦化への抵抗は面の剛性によるだけである。他
方で、展開不能面ではかなりの力が必要である。プロットされた曲線の領域２１２におい
ては面の座屈がおこるようであり、領域２１４においては。平坦化力を大きくするにつれ
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い力が(例えば重力だけが)印加された場合には、特異点のガウス曲率値は影響を受けない
であろうと考えることができる。
【００３９】
　ガウス曲率を利用するため、シートの無重力形状を理解することが最善である。すなわ
ち、シートの形状は重力が存在しない状態で捕捉されるであろう。地上環境において真の
無重力状態は達成されないが、無重力状態はほぼ正確に近似され得る。例えば、中性密度
システムを用いることができるであろう。
【００４０】
　シートの形状が、例えば複数の点における基準平面からの偏差を決定するための無重力
シート形状測定の使用によって、決定されてしまえば、それぞれの点におけるシートのガ
ウス曲率を決定することができる。例えば、シート上の局所領域におけるガウス曲率は接
触放物面法を用いて決定することができる。放物面：
【数１】

【００４１】
の頂点におけるガウス曲率Ｋは：
【数２】

【００４２】
であり、平均曲率Ｈは：
【数３】

【００４３】
である。放物面の頂点Ｐにおける法平面との交差は、Ｐにおける曲率が：

【数４】

【００４４】
で与えられる放物線である。ここで、ｋ１及びｋ２は方程式：
【数５】

【００４５】
の根であり、θは与えられた平面とｋｎが最大値(または最小値)をとる平面の間の角度で
ある。ｋｎ，ｋ１及びｋ２の極値は先に述べた主曲率である。ガウス曲率を決定するため
の接触放物面の使用は周知であり、本明細書でさらに説明することはない。
【００４６】
　あるいは、シートの一部またはシート全体を：
【数６】

【００４７】
のような連続関数ｆでフィッティングすることができる。そうすれば、シート上のいかな
る点のガウス曲率も、式１：
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【数７】

【００４８】
で表される。ここで：
【数８】

【数９】

【数１０】

【数１１】

【００４９】
及び
【数１２】

【００５０】
である。
【００５１】
　シートが特異点(非常に小さな領域であって、シートのその領域と支持面の対応する領
域の間のガウス曲率の差がいずれにせよ大きくなり得る領域)を含む場合に加えて、シー
トは比較的大きな領域であって、それにともなう小さくとも有限のΔＫを有する領域を含
むことができる。この場合、値が小さくとも大きな領域の平坦化は大きな領域の総和であ
り、やはり同じ致命的な効果を生じることになろう。値が小さいΔＫをともなう大きな領
域を考慮するため、面上の移動ウインドウにわたってΔＫの絶対値を積分し、その結果を
積分領域に対して規格化することができる。得られたＫの積分値(Ｋ積分)は次いでシート
の形状の尺度として用いることができる。すなわち、式２：
【数１３】

【００５２】
である。そのような状況が、積分領域Ｓがシート面上を移動する、図１０に示される。
【００５３】
　支持面が平坦(Ｋが至る所でゼロ)であることが知られていれば、シートのそれぞれの点
におけるΔＫは、単に、シートのガウス曲率が決定されるそれぞれの点におけるシートの
ガウス曲率の値である。したがって、シートと支持面の間の点対点対応にわずらわされず
に、ΔＫを容易に決定することができる。これは、例えば、ディスプレイ用パネルにおけ
るＴＦＴの被着中におこり得る。そのような被着プロセスのための支持面は、数トンの重
量をかけて、極めて高い許容差まで平坦に機械加工することができる。
【００５４】
　支持面が平坦でなければ、ガウス曲率が決定されたシート上の点に対応する点における
支持面のガウス曲率を決定するために、支持面の同様の解析が行われなければならない。



(13) JP 5416143 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

【００５５】
　図１１に、式３：
【数１４】

【００５６】
で定められる、バブル(ピーク)を有する、他は平坦なシートの３次元モデルグラフが示さ
れる。
【００５７】
　ここで、ｃはバブルの高さであり、ｘ及びｙはそれぞれｘ軸及びｙ軸に沿うバブルの半
値幅である。本例の目的のため、ａは１５０ｍｍに選ばれ、ｂは５０ｍｍに選ばれ、ｃは
３０ｍｍに選ばれる。図１２は図１１のバブルのガウス曲率を示す。最大ガウス曲率値は
式４：

【数１５】

【００５８】
で表される。
【００５９】
　上式４は、細長いバブル、例えばｂ≫ａのバブルは同じ高さの対称な(ａ＝ｂの)バブル
より、バブルのガウス曲率が最大ガウス曲率が小さくなるから、かなり容易に平坦化され
得ることを示す。図１３はガウス曲率が１×１０－８ｍｍ－２の対称バブルに対する直径
対高さの関係のグラフを示す。曲線の右側に位置する高さ－直径関係を有するバブルは良
好なチャッキング挙動を示す(真空チャッキングにより平坦支持面上で平坦になり得る)傾
向をもつが、曲線の左側に位置する高さ－直径関係を有するバブルは粗末なチャッキング
性能(例えば、真空リーク、不完全平坦化、等)を示す傾向をもつ。図１３は、与えられた
直径に対して、バブルが有効に平坦化されるためにはバブルはある高さより低くなってい
るべきであることを示す。実験作業により、薄い(約１ｍｍより小さい厚さを有する)ディ
スプレイガラスシートに対する最大ガウス曲率値については、１×１０－８ｍｍ－２の最
大ガウス曲率値が実用上限閾値であることを示した。
【００６０】
　シート材、特に、薄ガラスシートのような弾性シート材の共形化可能特性決定へのガウ
ス曲率の使用は：
　・薄ガラスシートの与えられたいずれかの形状に変形できる能力を定量的に表すために
用いることができる。本方法は平坦及び水平な支持面形状に限定されない；
　・薄ガラスシートは平坦な台上にあるときにはほとんど展開可能な領域上に載っている
であろうから、ガラスシートのガウス曲率の知識を、シートのチャッキング挙動の理解に
役立たせるため、及びチャッキング方法／手順の最適化に役立たせるために用いることが
できる；
　・ガラスシートチャッキング挙動に単一の最大反り値よりも良く関連付けられたシート
形状仕様の開発に役立たせるために用いることができる；
　・チャッキング時の歪及び総合ピッチ変化の評価に役立たせるために用いることができ
る。
【００６１】
　本発明の上述した実施形態は、特にいずれの「好ましい」実施形態も、可能な実施例に
過ぎず、本発明の原理の明解な理解のために述べられているに過ぎないことは強調される
べきである。本発明の精神及び原理を実質的に逸脱することなく本発明の上述した実施形
態に多くの変形及び改変がなされ得る。例えば、本明細書に示される実施形態例は縦型構
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は全て本開示及び本発明の範囲内に含まれ、添付される特許請求の範囲によって保護され
るとされる。
【符号の説明】
【００６２】
　２０　　成形ウエッジ
　２２　　上部開放チャネル
　２４　　壁体部
　２６　　溢流堰
　２８，３０　　形成面領域
　３２　　ルート
　３４　　溶融ガラス
　３６　　給送路
　３８　　制止ダム
　４２　　ガラス
　４４　　引張ローラー
　４８　　切断線
　５０　　板ガラス
　５２　　有機発光ディスプレイ
　５４　　有機材料層
　５６　　バックプレーン
　５８　　カバープレート
　６０　　フリット
　６２　　レーザ
　６４　　レーザビーム
　６８　　ガラスシート
　７０　　容器
　７２　　液体
　７４　　センサ
　７６　　ガラスシート上面
　７８　　ガラスシート下面
　８０　　液面
　１００　　触針台形状測定ゲージ(ＢｏＮゲージ)
　１１０　　ピン
　１１２　　ロードセル
　１１４　　高さ調節器
　１１６　　回路
　１２０　　ゲージ台
　１３０　　プロセッサ
　１３２　　測定値信号
　１３４　　調節信号
　１４０　　ガラス基板
　２００，２０６　　シート材
　２０２　　リッジ
　２０４　　基準平面
　２０８　　凸所
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【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図９】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】
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